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１. はじめに 

米国特許出願の審査段階で、審査官は、２回目以降の Office Action を Final Rejection とす

ることができます（37 CFR 1.113(a)）。 

 

たとえば、前回の Office Action において出願人が行った補正により新たな拒絶理由が必要

になったり、First Office Action 後に提出した IDS（37 CFR 1.97(c) with the fee set forth 

in 37 CFR 1.17(p)）に係る情報により新たな拒絶理由が必要になったりした場合、Final 

Rejectionと認定されてしまいます（MPEP 706.07(a)）。 

 

Final Office Action 受領後、出願人は、少なくとも、(i) Response after Final をファイル

する、(ii) RCE 手続を行う、(iii) 継続出願を行う、(iv) Notice of Appeal をファイルする

と共に Pre-Appeal Brief Conference を請求し、同時に Pre-Appeal Brief をファイルする、又

は(v) Notice of Appeal をファイルするかの何れかを講ずることが可能です。 

 

上記措置以外に、上記の各手続前に、審査官インタビュー（個人面談や電話協議）を行うこと

が有効な場合もあります。但し、Final Office Action 後に、審査官インタビューを行うか否か

は、審査官の裁量事項であることに留意ください（MPEP 713.09）。なお、２度目以降のインタビ

ューは、出願放棄または審判について促進ができると審査官が確信する場合に限り認められます。 

 

本書では、米国の Final OA に対して講じ得る措置のうち、Pre-Appeal Brief Conference

および審判請求について、近時の統計データを交えながらご説明します。 
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